
１．貯金に関する指標
⑴　科目別貯金平均残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

流 動 性 貯 金 １３,689（� � １.0） １５,780（� � １.２） ２,090

定 期 性 貯 金 １,３５３,１５9（� 98.7） １,３0１,46３（� 98.7） △�５１,69５

そ の 他 の 貯 金 7１（� � 0.0） 7３（� � 0.0） ２

計 １,３66,9２０（� 99.7） １,３１7,３１7（� 99.9） △�４9,6０２

譲 渡 性 貯 金 4,64３（� � 0.３） １,4３３（� � 0.１） △�３,２09

合 　 　 　 　 計 １,３7１,56３（１００.０） １,３１8,75０（１００.０） △�5２,8１２

　　(注) １．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　　　２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
　　　　３．（　）内は構成比です。

⑵　定期貯金残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

定 期 貯 金 １,３３0,9５7（１00.0） １,２５7,077（１00.0） △�7３,879

うち固定金利定期 １,３３0,9５２（１00.0） １,２５7,077（１00.0） △�7３,874

うち変動金利定期 4（� � 0.0） －（� � －� ） △�4

　　(注) １．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
　　　　２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　　　　３．（　）内は構成比です。

２．貸出金等に関する指標

⑴　科目別貸出金平均残高� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

手 形 貸 付 ５6３ 496 △�67

証 書 貸 付 ５6,4１8 ５0,449 △�５,968

当 座 貸 越 ３,00１ ２,896 △�１04

金 融 機 関 貸 付 7３,２4２ 8２,94３ 9,70１

割 引 手 形 ３ ２ △�0

合 　 　 　 　 計 １３３,２２9 １３6,789 ３,559

⑵　貸出金の金利条件別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

固 定 金 利 貸 出 １07,4５１（� 7３.8） １04,996（� 77.２） △�２,4５５

変 動 金 利 貸 出 ３8,060（� ２6.２） ３0,997（� ２２.8） △�7,06３

合 　 　 　 　 計 １４5,5１２（１００.０） １３5,99３（１００.０） △�9,5１8

　（注)（　）内は構成比です。
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⑶　貸出金の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 77 ３１0 ２３３

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 ３,7３8 ３,689 △�48

そ の 他 担 保 物 － － －

小 　 　 　 　 計 ３,8１5 ３,999 １8４

農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 １00 １00 △�0

そ の 他 保 証 － － －

小 　 　 　 　 計 １００ １００ △�０

信 用 １4１,５9５ １３１,89３ △�9,70２

合 　 　 　 　 計 １４5,5１２ １３5,99３ △�9,5１8

⑷　債務保証の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 － － －

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 １77 １５５ △�２１

そ の 他 担 保 物 ２ １ △�0

小 　 　 　 　 計 １79 １57 △�２２

信 用 １6３ １8５ ２１

合 　 　 　 　 計 ３４３ ３４２ △�１

⑸　貸出金の使途別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

設 備 資 金 ２,4２５（� � １.7） ２,79１（� � ２.１） ３6５

運 転 資 金 １4３,086（� 98.３） １３３,２0２（� 97.9） △�9,884

合 　 　 　 　 計 １４5,5１２（１００.０） １３5,99３（１００.０） △�9,5１8

　　(注)（　）内は構成比です。
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⑹　貸出金の業種別残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

農 業 １00（� � 0.１） １00（� � 0.１） △0

林 業 －（� � －� ） －（� � －� ） －

水 産 業 －（� � －� ） －（� � －� ） －

製 造 業 １３,５0２（� � 9.３） １２,9５7（� � 9.５） △�５4５

鉱 業 －（� � －� ） －（� � －� ） －

建 設 業 ２,５１8（� � １.7） ３,0３５（� � ２.２） ５１7

電気・ガス・熱供給・水道業 １,１0２（� � 0.8） １,80１（� � １.３） 699

運 輸 ・ 通 信 業 4,２５５（� � ２.9） ３,9３7（� � ２.9） △�３１7

卸 売 ・ 小 売 ・ 飲 食 業 ３,4２５（� � ２.4） 4,１0５（� � ３.0） 679

金 融 ・ 保 険 業 １0２,79５（� 70.6） 94,9２8（� 69.8） △�7,867

不 動 産 業 ３,70３（� � ２.５） ２,90３（� � ２.１） △�800

サ ー ビ ス 業 4,68５（� � ３.２） 6,066（� � 4.５） １,３80

地 方 公 共 団 体 8,897（� � 6.１） ５,674（� � 4.２） △�３,２２３

そ の 他 ５２4（� � 0.4） 48２（� � 0.4） △�4１

合 � � � � � � � � 計 １４5,5１２（１００.０） １３5,99３（１００.０） △�9,5１8

　(注)（　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。

����
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⑺　主要な農業関係の貸出金残高
①営農類型別� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

農 業 １００ １００ △�０

穀 作 0 0 △�0

野 菜 ・ 園 芸 － － －

果 樹 ・ 樹 園 農 業 － － －

工 芸 作 物 － － －

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 １00 １00 －

養 鶏 ・ 養 卵 － － －

養 蚕 － － －

そ の 他 農 業 － － －

農 業 関 連 団 体 等 66０ １,０9３ ４３３

合 � � � � � � � � 計 76０ １,１9３ ４３２

　　(注) １．�農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・
流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

　　　　　　なお、上記（６）の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
　　　　２．�「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含ま

れています。
　　　　３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全国農業協同組合連合会とその子会社等が含まれています。

②資金種類別
〔貸出金〕� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

プ ロ パ ー 資 金 76０ １,１9３ ４３２

農 業 制 度 資 金 － － －

農 業 近 代 化 資 金 － － －

合　　　　　　　　 計 76０ １,１9３ ４３２

　　(注) １．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　　　２．�農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで当会が低利

で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

〔受託貸付金〕� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

日本政策金融公庫資金 ２,687 ２,80３ １１５

　　(注)日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。
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⑻　農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく保全状況� （単位：百万円）

債�権�区�分 債権額
保��全��額

担　保 保　証 引　当 合　計

破 産 更 生 債 権 及 び�
こ れ らに準ずる債権

５年度 �-� �-� �-� �-� �-�

６年度 �-� �-� �-� �-� �-�

危 険 債 権
５年度 �２� �２� �-� �-� �２�

６年度 �２� �２� �-� �-� �２�

要 管 理 債 権
５年度 �-� �-� �-� �-� �-�

６年度 �-� �-� �-� �-� �-�

三 月 以 上 ５年度 �-� �-� �-� �-� �-�

延 滞 債 権 ６年度 �-� �-� �-� �-� �-�

貸 出 条 件 ５年度 �-� �-� �-� �-� �-�

緩 和 債 権 ６年度 �-� �-� �-� �-� �-�

小 計
５年度 �２� �２� �-� �-� �２�

６年度 �２� �２� �-� �-� �２�

正 常 債 権
５年度 �１4５,94２�

６年度 �１３6,444�

合 � � � 　 � � � 計
５年度 �１４5,9４5�

６年度 �１３6,４４7�

　　（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　　　　�　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず

る債権をいいます。
　　　　２．危険債権
　　　　　�　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取り

ができない可能性の高い債権をいいます。
　　　　３．要管理債権
　　　　　　農協法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいます。
　　　　４．三月以上延滞債権権
　　　　　�　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権

に該当しないものをいいます。
　　　　５．貸出条件緩和債権
　　　　　�　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものをい
います。

　　　　６．正常債権
　　　　　�　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１．２．４．５．に掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

⑼　元本補填契約のある信託にかかる農協法に基づく開示債権の状況

　　該当する取引はありません。

⑽　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

区　　分

令和５年度 令和６年度

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 �866� �8５9� �－� �866� �8５9� �8５9� �87１� �－� �8５9� �87１�

個 別 貸 倒 引 当 金 �１� �－� �１� �－� �－� �－� �－� �－� �－� �－�

合 計 �868� �859� �１� �866� �859� �859� �87１� �－� �859� �87１�
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⑾　貸出金償却の額� （単位：百万円）

項　　　　目 令和５年度 令和６年度

貸 出 金 償 却 額 0 －

　　(注)貸出金償却額は、すでに個別貸倒引当金を計上していた債権については、償却額と引当金戻入額を相殺した残高を表示しています。

３．有価証券に関する指標

⑴　種類別有価証券平均残高� （単位：百万円）

種　　　　類 令和５年度 令和６年度 増　減

国 債 ２9５,08５� ３06,１4５� １１,0５9

地 方 債 ３8,３１２� ３１,１9３� △�7,１１9

短 期 社 債 １３,２48� ２4,78５� １１,５３7

社 債 ３0,２77� ３５,684� ５,406

外 国 証 券 ２,904� ２,77１� △�１３２

株 式 ３8３� ２３５� △�１48

そ の 他 の 証 券 ２３,１86� ２7,１74� ３,987

合 計 ４０３,３99� ４２7,99０� ２４,59１

⑵　商品有価証券種類別平均残高
　　該当する取引はありません。

⑶　有価証券残存期間別残高� （単位：百万円）

種　類 １年以下
１年超
３年以下

３年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
１０年以下

１０年超
期間の定め
のないもの

合��計

令和５年度

国 債 １9,３１6  ３4,779  ２,１５8  － － ２4２,079  － ２98,３３３ 

地 方 債 796  １,4１３  7１7  ３,１５１  １５,894  6,708  － ２8,68１ 

短 期 社 債 １１,998  － － － － － － １１,998 

社 債 6,２１１  7,96２  １7,0３6  ２,３7２  － 9３  － ３３,677 

外 国 証 券 99  99  １,407  987  7５9  － － ３,３5３ 

株 式 － － － － － － ３7５  ３75 

その他の証券 － － － － － － ３6,7１9  ３6,7１9 

令和６年度

国 債 ２0,677� １５,３１6� １,040� － 97� ２47,7２7� － ２8４,859�

地 方 債 １,２9５� 604� 96� ３,948� １6,489� ５,１３6� － ２7,57１�

短 期 社 債 １7,98５� － － － － － － １7,985�

社 債 ３,790� １１,５２0� １7,１２4� 94� － 87� － ３２,6１7�

外 国 証 券 － 99� １,4２6� １,788� － － － ３,３１４�

株 式 － － － － － － ３１１� ３１１�

その他の証券 － － － － － － ３8,6５0� ３8,65０�
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４．有価証券の時価情報等

⑴　有価証券の時価情報

①売買目的有価証券
　　該当する取引残高はありません。

②満期保有目的の債券� （単位：百万円）

種　　　類
令和５年度 令和６年度

貸借対照表計上額 時価 差　　額 貸借対照表計上額 時価 差　　額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債 6,9１6 7,04２ １２５ － － －

小　計 6,9１6 7,04２ １２５ － － －

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債 １6３,１１7 １５３,9５7 △�9,１60 １80,１80 １５4,２60 △�２５,9２0

小　計 １6３,１１7 １５３,9５7 △�9,１60 １80,１80 １５4,２60 △�２５,9２0

合　　　計 １7０,０３４ １6０,999 △�9,０３４ １8０,１8０ １5４,２6０ △�２5,9２０

③その他有価証券� （単位：百万円）

種　　　類
令和５年度 令和６年度

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株式 ２8２ １３１ １５0 ２３4 １06 １２8

債券 70,５89 69,409 １,１80 ３５,997 ３５,79１ ２0５

　国債 ５6,２５4 ５５,１79 １,07５ ３4,997 ３4,79１ ２0５

　地方債 9,4１4 9,３２１ 9２ － － －

　短期社債 － － － 999 999 0

　社債 4,9２0 4,908 １２ － － －

その他 ３３,３89 ２0,２１２ １３,１77 ３３,１５0 ２１,706 １１,44３

　外国証券 ３,１５4 ２,6１8 ５３6 ３,２１５ ２,606 608

　その他の証券 ３0,２３4 １7,５94 １２,640 ２9,9３５ １9,099 １0,8３５

小　計 １04,２6１ 89,7５３ １4,５08 69,３8２ ５7,604 １１,778

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株式 9３ １0５ △�１２ 77 84 △�7

債券 １３２,066 １4１,94３ △�9,876 １46,8５５ １6５,２74 △�１8,4１8

　国債 7２,044 8１,２86 △�9,２4１ 69,68１ 86,0２５ △�１6,３44

　地方債 １9,２66 １9,7２4 △�4５7 ２7,５7１ ２8,96２ △�１,３9１

　短期社債 １１,998 １１,999 △�１ １6,98５ １6,99５ △�１0

　社債 ２8,7５6 ２8,9３２ △�１76 ３２,6１7 ３３,２90 △�67２

その他 6,8２4 7,00２ △�１78 9,５２１ １0,１74 △�6５３

　外国証券 １98 ２00 △�１ 99 １00 △�0

　その他の証券 6,6２５ 6,80２ △�１77 9,4２２ １0,074 △�6５２

小　計 １３8,984 １49,0５１ △�１0,067 １５6,4５4 １7５,５３３ △�１9,079

合　　　計 ２４３,２４5 ２３8,8０４ ４,４４０ ２２5,8３6 ２３３,１３8 △�7,３０１
　　（注）�その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復す

る見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当年度の損失として
処理（以下、「減損処理」という。）しています。令和５年度および令和６年度において減損処理を行った有価証券はありません。

⑵　金銭の信託の時価情報

　　該当する取引残高はありません。

⑶　デリバティブ取引等（デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）

　　該当する取引残高はありません。
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